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   学校における火災等への対応について（通知） 

 このことについて、先日、道外の公立小学校において、火災により児童及び教職員が

負傷する事故が発生しました。 

 ついては、学校において火災等が発生することがないよう、また、発生した場合の対

応について、次の点について万全を期するようお願いします。 

記 

１ 火災等の事故を未然に防止するための取組について 

(1)  危機管理マニュアル等について 

    令和３年（2021年）６月21日付教生学第271号「学校の『危機管理マニュアル』等 

の評価・見直しガイドラインの活用について」（通知）（解説編P28～29）及び「学 

校における危機管理の手引き 15 火災」（P56）を参考に、改めて、学校の危機管 

理マニュアルを点検するとともに、必要に応じて改善すること。 

(2)  設備・備品等の適切な管理について 

今回の事故では、火元である音楽準備室において電気ストーブやサーキュレーター 

の残骸が発見されており、普段使用する頻度や利用者が限られている教室・特別教室 

等についても、火災事故が起こった場合の想定や日常的な備品等の管理を適切に実施 

すること。 

また、ストーブなどの火気設備・器具だけではなく、リチウムイオン電池や古い電 

源タップなどからの発火もあることから、学校備品について、別添「学校での製品事 

故を防ぐために」（Vol.3・4）を参考に、日常的に安全確認を行うこと。 

 

２ 火災発生時の対応体制の確認について 

  令和３年（2021年）６月21日付教生第271号「学校の『危機管理マニュアル』等の評 

価・見直しガイドラインの活用について」（通知）（解説編P43～45、48～49、63）、

「学校における危機管理の手引き 15 火災」（P56）を参考に、実践的な避難訓練の

実施や緊急時の体制整備等について、改めて、学校の危機管理マニュアルを点検する

とともに、必要に応じて改善すること。 

 

３ 施設・設備等の安全点検について 

 (1) 避難経路の確保について 

   火災等の緊急時に、児童生徒及び教職員が安全かつ円滑に避難できるよう、避難

経路の状況について確認すること。 

   特に、次の事項について確認すること。 

  ア 廊下、階段、出入口等に避難の支障となる物品等が置かれていないか確認する

様 



  

 

こと。 

    イ 非常口や避難経路について、防犯上の管理状況を踏まえつつ、火災等の緊急時

に必要な場合に支障なく使用できる状態となっているか確認すること。 

  ウ 避難経路や非常口の位置、避難方法等について、児童生徒及び教職員が把握し

ているか確認すること。 

  エ 火災等発生時における教職員の役割分担や対応手順について、改めて確認する

こと。 

 (2) 防火設備・消防用設備等の確認について 

   火災による被害の拡大防止及び安全な避難を確保するため、防火設備及び消防用

設備等が適切に維持管理されているか確認するとともに、教職員がその役割や使用

方法等を把握しているか確認すること。 

   特に、次の事項について確認すること。 

  ア 防火扉、防火シャッター、排煙・防煙設備等が正常に機能する状態となってい

るか確認すること。 

  イ 防火扉等の閉鎖の妨げとなる物品等が置かれていないか確認すること。 

  ウ 消火器、屋内消火栓、火災報知設備、誘導灯等の消防用設備等が適切に設置・

管理されているか確認すること。 

  エ 避難器具（救助袋、避難はしご等）が設置されている場合、使用可能な状態と

なっているか確認するとともに、設置場所や使用方法について教職員が把握して

いるか確認すること。 

  オ 消防用設備等の点検結果等を踏まえ、不具合がある場合には必要な改善措置を

講じること。 

 

【参考資料】 

 ○ 学校での製品事故を防ぐために Vol.3（独立行政法人 製品評価技術基盤機構） 

 ○ 学校での製品事故を防ぐために Vol.4（独立行政法人 製品評価技術基盤機構） 

 ○ リチウムイオン電池は日常の様々な製品に使われています しかし、過熱による

火災の危険性も！ 自治体のルールに従って捨てましょう！（消費者庁、総務省消

防庁、経済産業省、環境省） 

※ 【リンク】令和７年10月２日News Release「リチウムイオン電池使用製品による

発火事故に注意しましょう － 身に着ける、持ち歩く製品にも使用されています 

－」（消費者庁、総務省消防庁、経済産業省、環境省） 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/caution/caution_083/

assets/caution_083_251002_0001.pdf 

 ○ 学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン 

・ 解説編 2-2-5  火災予防対策（P28～P29） 

2-3-4-1 避難計画（P43～P45） 

2-3-5  教職員研修（P48～P49） 

3-4-1  火災発生時の対応（P63） 

 ○ 学校における危機管理の手引（P56 15火災） 
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